
（様式第６）

平成 **年 **月 **日

補助事業者

所　在　地

代表者職名

代表者氏名

事業の名称

着手

完了

交付決定額 円

精　算　額 円

不　用　額 円

（注）用紙は日本工業規格Ａ４とする。

＊，＊＊＊

補助金の交付決定額と
その精算額

平成＊＊年＊＊月＊＊日

平成＊＊年＊＊月＊＊日
補助事業の実施期間

　平成３０年７月２日付け＊＊＊＊第＊＊＊＊号により補助金の交付を受けた下記の事業の実績につい
て，補助金等に係る予算の適正化に関する法律第１４条の規定により，下記のとおり報告します。

市民とともに○○△△博物館創造活動事業

＊,＊＊＊,＊＊＊

＊,＊＊＊,＊＊＊

文化庁長官　　殿

○○△△実行委員会

○○市××1-2

会長

○○　△△　印

   平成３０年度文化芸術振興費補助金（地域の美術館・歴史
   博物館を中核とした文化クラスター形成事業）実績報告書

交付決定通知書に

記載された補助事

業者名（実行委員

会名），職名と一致

させること。

押
印

交付決定通知書の右肩
上に記載された文書番号
を入れる。

交付決定通知書に記載され

た金額と一致させること。



別紙１

（フリガナ）

名　　称

（フリガナ）

施設名

構成団体の変更
　　　　　□無し →本ページは記載不要
　　　　　■有り →以下に構成団体を記載

種類 ■美術館・博物館　□その他

館種 ■美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　■その他

種類 □美術館・博物館　■その他

館種 □美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　□その他

種類 □美術館・博物館　■その他

館種 □美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　□その他

種類 □美術館・博物館　■その他

館種 □美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　□その他

種類 ■美術館・博物館　□その他

館種 ■美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　■その他

種類 □美術館・博物館　□その他

館種 □美術　□歴史　□総合　□その他

登録等 □登録　□相当　□公開　□その他

団体・
機関名

○○△△美術館

団体・
機関名

○○センター

【中核館以外の構成団体について】

団体・
機関名

○○県

団体・
機関名

○○市民団体

＊＊＊＊ジッコウイインカイ

団体・
機関名

○○大学

実　行　委　員　会　概　要（実績）

○○△△実行委員会

【中核となる美術館・歴史博物館（中核館）について】

＊＊＊＊博物館

団体・
機関名

構成団体に変更が
あった場合は，最終
的な構成メンバーを列
記すること。

有無どちらかにチェックしてく
ださい。



別紙２

【実行委員会役員・職員名簿】

□無し →本ページは記載不要

■有り →以下に変更後の役員，職員を記載

　○役員（全員について記載）

職　名 氏　　名
所属・所属先での職名

（実行委員会の構成団体等の本務先等がある場合）

会長 ○○　○○ ○○△△博物館館長

副会長 △△　△ 公益財団法人△△理事長

副会長 □□　□□ ●●大学教授

委員 ×　×× ××市立××小学校教諭

委員 ●●　●● 特定非営利活動法人□□□□代表理事

監事 ▲▲▲　▲▲ ▲▲団体事務局長

　○職員（主な職員について記載）

職　名 氏　　名
所属・所属先での職名

（実行委員会の構成団体等の本務先等がある場合）

事務局長 ●●　●●● ○○△△博物館館長

事務局員 △△　△△△ ○○△△博物館学芸部企画課学芸員

事務局員 □□　□□ ○○△△博物館総務課総務係長

事務局員 ×××　××× ○○△△博物館総務課会計係係員

実行委員役員等名簿

 役員・職員の変更
有無どちらかにチェックしてください。

実行委委員会役員や
職員には，委託費な
ど支払うことができま
せんので，明細書に
て確認させていただき
ます。



別紙３

事業名称

現状の
課題分析

事業目的

事業概要

事業全体での
成果・効果

全　体　報　告　書

市民とともに○○△△博物館創造活動事業

事業申請書に同じ

事業申請書に同じ

事業申請書に同じ

現状の課題分析から事業概要の欄までは，申請時の「全体計画書」と同じ
ですので，改めての記載は不要です。

※変更する場合は，変更申請手続が必要となります。



別紙４

【確認事項】  消費税等仕入控除税額の取扱いについて，以下のいずれに該当するか右欄に入力してください。 ウ
ア　課税事業者　　 イ　簡易課税事業者　　 ウ　免税・非課税事業者者

エ　課税事業者ではあるが，その他条件により消費税等仕入控除調整を行わない事業者

オ　現時点ではわからない

＜収入の部＞ （単位：円）

消費税等
仕入控除税額

国庫補助以外の額

(A) (E) (B)

2,597,000 108,600 2,488,400 2,488,400

○○収入　　　100,000
円
自己負担金　　  8,600
円

＜支出の部＞

2,597,000 108,600 2,488,400

賃金 500,000 100,000 400,000

共済費 0 0 0

報償費 150,000 0 150,000

旅費 300,000 8,600 291,400

使用料及び借料 47,000 0 47,000

役務費 40,000 0 40,000

委託費 700,000 0 700,000

請負費 480,000 0 480,000

需用費 380,000 380,000

小計 (C) 2,597,000 108,600 2,488,400

うち課税対象外経費(D) 0

消費税等仕入控除税額
{(C)-(D)}×8/108

0 0 0

0 0 0

賃金 0

共済費 0

旅費 0 0

役務費 0 0 0

需用費 0 0

小計 (C) 0 0 0

うち課税対象外経費(D) 0

消費税等仕入控除税額
{(C)-(D)}×8/108

0 0 0

2,597,000

0

0

2,488,400

 ※消費税等仕入控除税額の控除について
　　事業費，事務費の内，消費税・地方消費税より仕入控除税額については本補助金の補助対象とはなりません。

　　消費税等仕入控除調整を行う課税事業者の補助対象経費は下記の通り計算されます。
　　・確認事項「ア」に該当する事業者：(C)=(A)-{(A)－(B)}×8/108

　　・確認事項「イ」～「オ」に該当する事業者　：(C)=(A)　（地域の美術館・歴史博物館文化クラスター形成事業交付要綱第12条2項参照）

主たる事業費

その他の経費（事務費）

支出総額［経費合計］　（総事業費）

課税対象外経費合計

消費税等仕入控除税額合計

補助対象経費合計

収入額

　　　　　　                     経費内訳

　　経費区分
総事業費

自己負担金等
国庫補助以外の

対象経費
補助対象経費

全　体　経　費　計　算　書　（平成30年度）

経費区分
収入総額

自己負担金

補助対象経費 国庫補助額
国庫補助以外の

額の内訳

ア～オのいずれかを選選択
消費税等仕入控除税額が明らかな場合
のみ「ア」を選択，それ以外の場合は「イ
～オ」を選択すること。

行や列を削除しないこと。金額が 0 の場合は「0」を記入するこ
と。



別紙５

事業名称

（１） 地域文化の発信の核となる美術館・歴史博物館

■ ア　美術館・歴史博物館の情報発信，相互連携

□ イ　ユニークベニューの促進

□ ウ　地域のグローバル化拠点としての美術館・歴史博物館

□ エ　地域に存する文化財を活用した地域共働の創造活動や地域の魅力の発掘・発信

（２） あらゆる者が参加できるプログラム及び学校教育や地域の文化施設等との連携によるアウトリーチ活動

□ ア　小・中・高等学校と連携した地域文化の担い手の育成

□ イ　大学等と連携した国内外で活躍する文化人材育成プログラムの開発

□ ウ　社会人ほか多様な対象者のための学習講座の実施

□ エ　障がい者の芸術活動支援・鑑賞活動支援等の事業

（３） 新たな機能を創造する美術館・歴史博物館

□ ア　観光・まちづくり・国際交流・福祉・教育・産業等他分野との連携・融合による活動

□ イ　文化財の新たな保存管理・活用の手法の開発

１．
（１）
　　①
　　②
　　③
（２） 国際発信のための関連行事の開催
　　① 海外のイベントでの展示の実施
２． 外国人観光客・外国人居住者に向けた環境整備・発信
（１） 環境整備方針の検討

① ○○検討会議の開催
② アンケートの実施
③ 先進事例の調査

（２） 環境整備の実施
① 外国語版カタログの作成
② 音声ガイドの整備

（３） 外国人利用者への発信
① 海外に向けた広報
② 地域の外国人居住者に向けた広報

　成　果・
効　果

事　業　別　報　告　書

市民とともに○○△△博物館創造活動事業

（事業概要）

事業内容

本事業は次の事業によって構成され，○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○である。

（実施項目・体系）

国際交流のための関連行事の開催
□□シンポジウム

 区　分

国際交流・発信のための各種行事の開催

△△ワークショップ
××講演会 実施した項目について，

体系立てて記入すること。

※成果検証のため，申請
時の内容から、項目の加
除はしないこと
（変更届の手続を行い，
承認されている団体のみ
加除可能）

事業の実施による効果を，上記の区分との関係を明ら

かにしながら，定量的，定性的に記載すること。
記入に当たっては，本補助事業の趣旨（上記の区分と
の関係を含む）及び評価の視点等を参照すること。

事業の結果概要について，ポイントを明確にして簡潔に記載するこ

と。



別紙６

（単位：円）

支出予定総
額

(a)のうち自己
負担金等国庫
補助以外の額

(a)のうち
国庫補助額

（a） （b） （a）－（b）
課税
対象
外

員数・単価の説明
一式の内訳等

作業員賃金
１（１）①
シンポジウム

作業員 *,***円×*日×*人 350,000 100,000 250,000
1日当たり*時間
○○会計基準を準用

会場整理等賃
金

１（１）①
シンポジウム

会場整理員 ***円×*時間×*人 150,000 0 150,000

小計 500,000 100,000 400,000

0

小計 0 0 0

講師等謝金
１（１）①
シンポジウム

基調講演講師 **,***円×*回×*人 70,000 70,000
補助対象単価超過分
は自己負担

通訳謝金
１（１）③
講演会

通訳（英語） *,***円×*日×*時間 80,000 0 80,000 1日当たり*時間

小計 150,000 0 150,000

普通旅費
２（１）②
事例調査

実行委員会（交通費，
宿泊費）

**,***円×*回×*名
（○○県～○○県，*泊*日）

34,000 3,600 30,400
宿泊費の補助対象単
価超過分は自己負担

特別旅費
２（１）①
検討会議

検討会議委員（交通
費，宿泊費）

**,***円×*回×*名
（○○県～○○県，*泊*日）

96,000 5,000 91,000
交通費の特別料金は
自己負担

外国人招へい
旅費

１（１）①
シンポジウム

パネリスト
***,***円×*回×*名
（○○国～日本，航空賃（エコノミー））

170,000 170,000

小計 300,000 8,600 291,400

会場等借料
１（１）①
シンポジウム

ホール使用料 **,***円×*時間×*回 45,000 0 45,000

機器借料
１（１）①
シンポジウム

プロジェクター使用料 **,***円×*時間×*回 2,000 0 2,000

小計 47,000 0 47,000

通信運搬費
１（１）①②③
共通

ポスター・チラシ送料 **円×***か所 40,000 0 40,000

小計 40,000 0 40,000

会議等運営委
託費

１（１）①③
共通

運営委託費 ***,***円×1式 700,000 700,000 *日間

小計 700,000 0 700,000

会場設営請負
費

１（１）①③
共通

会場設営請負費 ***,***円×1式 480,000 0 480,000 *日間

小計 480,000 0 480,000

印刷製本費
１（１）①②③
共通

ポスター・チラシ印刷
費

***,***円×1式 240,000 0 240,000
ポスターxxx部，
チラシx,xxx部

消耗品費
１（１）①②③
共通

消耗品費 ***,***円×1式 20,000 0 20,000

その他需用費
２（１）①
検討会議

会議費（飲料代） ***円×*人×*回 120,000 0 120,000

小計 380,000 0 380,000

2,597,000 108,600 2,488,400

0課税対象外の額

共済費

報償費

旅費

委託費

内　　容

備 考

賃金

請負費

需用費

支出予定額小計

経　費　内　訳

役務費

使用料及び
借料

2
5

明　　細　　書

事業
名称

市民とともに○○△△博物館創造活動事業

目 目の細分 実施項目

賃金、報償費等に補助対
象単価以外の単価を用い
た場合は、基準の根拠を
記入。超過分は自己負担
等欄（ｂ）に記入し，備考欄
にその旨記入すること。

消耗品費は経費内訳
欄に「一式」と記入し
た場合，備考欄に内
訳を記入。内訳は任
意形式の別紙を添付
してもよい。補助対象
外の消耗品は自己負
担とすること。



（別添）

○連絡担当者について

事業担当者 事務・経理担当者

所属・職名

（フリガナ）

氏　　名

電話

FAX

E-mail

書類等郵送先

その他

〒

文化庁との連絡窓口となる者について記入すること。

中核館（又はその設置主体）の者とすること。

「所属・職名」欄には，博物館名（設置主体の場合は組織名）から記入する

こと。
「電話」欄には，できるだけ休館中も連絡がつく電話番号を記入すること。

「書類等郵送先」欄には，そのまま封筒に記載すれば郵便物が届くように，

必要であれば博物館等の名称まで記入すること。
（当方から書類等を郵送する際は，原則として，本欄に記入された住所等と
上記の実行委員会名を宛先として封筒に記入します。）



（別添）

　※本チェックリストは，印刷して手書きでチェック欄に記入してください。
　　（補助事業者名欄は印刷前に入力しても結構です。）

チェック項目
番
号

チェック内容
※本欄には全体的な項目や主な項目を掲げているので，

詳細なチェックは記入例等により行ってください。

提出要領
参照
ページ

チェック

提出要領の確認 ① 書類を作成した後，提出要領のとおりに作成されているかを，提
出要領の説明や記入例などと照合して確認しましたか。 □

提出書類の構成 ② 提出書類に過不足はありませんか。
該当しない様式や，求められていない書類を添付していません
か。
※額を精査するにあたり，後ほど詳細な明細等の提出をお願いす
る場合があります。

１ページ

□

提出書類の形式
（１）

③ 用紙のサイズはＡ４版とし，片面・白黒印刷としていますか。 １ページ
□

提出書類の形式
（２）

④ 用紙の左側は２ｃｍ程度空けていますか。
パンチ穴を開けたりインデックス・付箋を付けていませんか。

１ページ
□

提出書類の形式
（３）

⑤ 様式を自作した場合は，指定された形式に準拠していますか。 ２ページ
□

提出書類の記入内
容（１）

⑥ 実施内容については，何を開催・作成等するかを明確に記入し
て，必要な経費との関係が明らかになるようにしていますか。

３ページ
□

提出書類の記入内
容（２）

⑦ 使用する用語については，全ての書類の間で統一していますか。 ３ページ
□

提出書類の記入内
容（３）

⑧ 員数や金額については，全ての書類の間で整合性を取っています
か。

３ページ
□

補助対象外事業・
経費の取扱い

⑨ 補助対象外となる事業になっていたり，補助対象外となる経費や
補助対象単価を超える分の経費を国庫補助額に含めていません
か。

３ページ
４ページ □

※チェック内容欄のとおりに作成できない事情がある場合には，あらかじめ文化庁に相談してください。

チ　ェ　ッ　ク　リ　ス　ト

補助事業者名


